
1． は じ め に

金融機関の口座開設，解約，預金の入出金，融資の実行，内国為替，外国為替，外貨の販売，

公金の収納等の営業店窓口業務や，公共料金等の自動振替，クレジットカード利用代金の自動

引落し，給与振込み等のセンター集中業務はコンピュータシステムが担っている．また，金融
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要 約 金融業務の自由化が一層進展するに伴って，銀行の業務は，投信，株式，保険の販売

やインターネット，コンビニATMなどの新規チャネルへの対応等，多様化・複雑化し，ま

すます ITへの依存度を高めている．また，経営の健全性と共に経営の効率化への要求も高

度化しており，リスク・収益管理の高度化に ITが果たす役割はますます増大している．

特に地域金融機関においては，大資本を有するメガバンクや新規参入金融機関との競合環

境でこれらに対応することが課題となっている．

日本ユニシスは，長年に亘り金融機関向けソリューション・パッケージを提供してきた．

開発フェーズ，保守フェーズを通して，大幅なコストダウンと変化に対する迅速な対応が

期待できる全面オープンシステム環境の金融機関向けソリューション・パッケージは，地域

金融機関のこれらの課題を早期に解決する実現手段として非常に有効である．

本稿では，2003 年 6 月に発表した，オープン環境下での稼働を前提とした次世代金融ソ

リューション体系「UNIFINE�」について，その特徴と概要を述べる．次にUNIFINEを構

成する主なソリューション・パッケージについて，位置づけと特徴，概要を述べる．

Abstract The stream of the financial deregulation has caused more diversification and complication in the

banking businesses and operations. Today, banks are required to provide new products and delivery chan-

nels such as the investment trust, stock and insurance, internet services and“CVS―ATM”. Along with

these circumstances, they are compelled to carry on the streamlining and maintain the soundness of their

business.

To meet these higher―level requirements for operations and managements, IT （information technology）

will be necessary business resources of banks and IT investments become more important. This holds true

for regional banks, however they are force to make these efforts and investments in the competition with

mega banks and new players.

Nihon Unisys Ltd．（NUL）has delivered packaged solution products for the financial businesses over dec-

ades. And in June 2003, to meet with up―to―date requirements of regional banks, NUL has launched“the

next―generation financial solutions concept”employing open platforms and a common middleware, which

realize rapid and low―cost development and maintenance.

This paper describes the overview of NUL’s next―generation financial solutions concept“UNIFINE”and

also briefly introduces characteristics, functionalities and positioning of principal UNIFINE solution prod-

ucts.

6（384）



業務の自由化が一層進展するに伴って，従来の業務に加え，外貨預金，投信，株式，保険，デ

リバティブ等新規商品への対応やANSER＊1，CAFIS＊2，MPN＊3 等の従来のチャネルサービス

に加え，インターネット・バンキング，モバイル・バンキング，テレフォン・バンキング，提

携金融機関やコンビニとのATM提携サービスといった顧客ダイレクトの新チャネルによるサ

ービスへの対応もコンピュータシステムにより実現されている．

これら新規業務，新商品，新サービスへの対応は，金融機関にとって新たな収益機会を提供

するものであるが，同時に，多様化し複雑化する事務処理や決済処理の堅確化および効率化を

図る為にはコンピュータシステムによる対応が必須で，新たなシステム投資の判断が新規ビジ

ネスの成否の鍵となっている．また，業務・商品・サービスの多様化や複雑化と相まって，安

定的な収益を効率的に確保する為に，経営管理の高度化に向けてのリスク管理・収益管理を中

心とした管理会計システムの構築や，拡大した有価証券保有残高や多様化した運用対象商品に

対応する資金証券管理システムの構築が必要となっている．

日本ユニシスは，これまで金融機関向けソリューション・パッケージを地方銀行，信用金庫

などの地域金融機関に提供してきた．

多くの地域金融機関では，自らの存在意義を地域社会との「共存共栄」に置いた取り組みを

実践してきた結果，自らのマーケットエリア内の他金融機関との間で棲み分けが出来上がって

おり，マーケットシェアは均衡した状況となっている．従って，地域経済の拡大なしではこれ

以上の業容の拡大が難しい状況である．この様な状況下で地域金融機関は地域活性化への積極

的な挑戦，顧客満足度向上に向けたサービス力の強化，低コスト構造構築に向けたBPRの実

施，各種リスク管理の導入による内部管理体制の強化，周辺の重要マーケットへの積極的な展

開などを経営戦略として，競合力を維持し続ける必要がある．

その為には将来にわたって地域社会に対して�「あらゆる面で低コストな金融サービス機能
の提供」�「豊富で利便性の高いサービスメニューの提供」が可能なスキームを持ったシステ
ムが必要となる．�は競合を排除する最大の武器になり�は顧客ニーズをひきつけると同時に，
取引を活性化させ地域社会との密着をより強固なものへと導く．

日本ユニシスは，全面オープンシステム環境によるソリューション・パッケージの提供が，

地域金融機関の上記�，�の課題に対する解決策であると考える．すなわち，将来に向けて大
幅なコストダウンが期待できる全面オープン環境での業務支援機能のパッケージ提供により，

システム開発・維持コストの低減化が可能となる．また，コンポ―ネント化，テーブルウェア

化等の新しいシステム構築技術を採用したパッケージによる，短期間で高品質な豊富で利便性

の高い商品・サービスおよび業務支援機能の提供，コストの削減と業務・システムの両面から

空洞化を起こさない要員育成の仕組みが考慮された共同アウトソーシングサービスやシステム

運用サービスの提供等が重要と考える．日本ユニシスは次世代金融ソリューション体系

「UNIFINE」によりこれらの解決策を具現化している．

2． 次世代金融ソリューション体系 UNIFINE

日本ユニシスは，金融ソリューション・パッケージのメインマーケットである地域金融機関

の課題に応えるため，2003 年 6 月，オープン環境下での安全確実な稼働と各業務システム間

の連携を重視した次世代金融ソリューション体系UNIFINE（Unisys Financial―Solutions on

New Environment）を発表した．本章ではUNIFINEの特徴，概要を記述する．
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2．1 UNIFINEの特徴

これまでの金融ソリューション・パッケージは，汎用機を中心とした特定のハードウェア，

基本ソフトウェアに依存していた．UNIFINEでは，オープンシステム・アーキテクチャ，Mi-

crosoft Windows をはじめとするオープン・プラットフォームの利用を前提とすることで，

個々の金融機関での処理量や機能要件に合わせた最適な選択ができ，さらに業務の拡張，業務

の変化に合わせて連続的なシステム機能の拡大，変更を可能とする．

従来のソリューション・パッケージは，単独での利用を前提に設計開発され，パッケージ間

の連携ニーズに対しては事後的に対応していたが，金融業務の複雑化や利用部門の拡大に伴い，

業務別システム間の連携が重要な要件となってきている．UNIFINEでは，データ連携や共用

を実現するとともに，操作・運用の統一等各ソリューション間の統一性を確保している．

また，金融制度，基準の頻繁な変更に即応できるようUNIFINEソリューション・パッケー

ジの維持，機能強化を継続的に実施する．このためコンポーネント化，テーブルウェア化の徹

底など，ソフトウェア開発・保守に際しての考慮の他，継続的な調査・保守体制の維持を推進

する．

オープン・プラットフォーム・システムでは，金融機関のミッション・クリティカルかつ大

量のトランザクションをいかに確実に処理することが課題であったが，日本ユニシスは，汎用

機で培ったノウハウをもとに，これらの課題を解決するオープンミドルウェア「MIDMOST�」

を開発した．UNIFINEのソリューション・パッケージ群は，共通基盤としてMIDMOSTを

採用することで，金融情報システムの基本条件である安全性と堅牢性を実現している．

2．2 UNIFINEの概要

UNIFINEソリューション体系は，特に地域金融機関に求められる機能を想定し，チャネル

系，バックオフィス系，マネジメント系の 3つのソリューション・パッケージグループから構

成されている．UNIFINE の全体イメージを図 1に示す．チャネル系とは，統合ATMセンタ

ー，コンビニATMセンターなどの対外センター接続システム「ETAIGAI�」，証券保管振替

図 1 UNIFINE全体イメージ
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機構と接続する証券決済システム「Preseak�21」などの外部チャネルとの連携，ATM，営業

店端末などの金融機関内チャネルとの連携を支援するソリューション・パッケージ群である．

バックオフィス系とは，国内勘定系「BankVision�」，国際勘定系「BankForce�―NE」，資金証

券系「Siatol�―NE」，資産管理系，事務集中系などの金融機関基幹業務を支援するソリューシ

ョン・パッケージ群である．マネジメント系とは経営情報系「ValueStage�―NE」，顧客情報

系など金融機関の経営，営業活動のための意志決定を支援するソリューション・パッケージ群

である．次章以降で，UNIFINEソリューション・パッケージのうちで代表的な製品である

BankVision,BankForce―NE,Siatol―NE,ValueStage―NEについて述べ，最後にUNIFINEソリ

ューション・パッケージ群を支える共通基盤であるMIDMOSTの位置づけと特徴を述べる．

3． 次世代国内勘定系システム BankVision

3．1 地域金融機関の国内勘定系システムの位置づけ

地域金融機関の国内勘定系システムは基幹系システムと位置づけられ，大量且つ堅確な事務

処理支援機能と決済機能を提供する為に堅牢なシステム基盤上に構築されてきた．

また，新規商品・業務の対応のみならず，24 時間 365 日稼働までのサービス時間の延長や

インターネットバンキングに代表される新規チャネル対応を実現する為に継続的なシステム投

資が行われてきた．

今後は，金融の自由化による厳しい競合環境において競合力を維持し続ける為に

�「あらゆる面で低コストな金融サービスの提供」
�「豊富で利便性の高いサービスメニューの提供」

を迅速に可能とする柔軟性／拡張性の確保と，複雑化・高度化するシステムの大幅な開発・維

持経費の削減という背反する命題を解決するシステムが必要とされている．

また，2007 年問題と言われる業務フローとシステム開発双方のノウハウをもつ団塊の世代

の大量退職によるノウハウの維持の限界といった要員面での課題への対応も求められている．

このような課題を解決するために，地域金融機関では，国内勘定系システムを含む基幹系シ

ステムに対して，システム関連経費を削減しつつ，金融サービスや経営支援機能や営業支援機

能の充実を，現状の業務の更なる合理化・省力化・堅確化の向上と共に，高度なレベルで実現

すべく新しいシステムの検討がなされている．また，個別アウトソース，ベンダー提供スキー

ムによるアウトソース，金融機関グループスキームによるアウトソース，金融機関グループで

のシステム共同利用等のシステム運営形態見直しが検討，推進されている．さらに，オープン・

プラットフォームの採用によるシステム経費削減策も検討，推進されている．

新システムには，コストと安全性のベストバランスの上でバンキングシステム全体としての

親和性・効率化が向上すること，また，金利収入中心から手数料収入へのシフトへの対応を含

め，新商品・新サービスへ迅速に対応し，従前にも増して営業店事務の堅確化と合理化と管理

事務負荷の軽減の両面を実現すること，更に，営業店戦略の多様化に対応し，顧客に対するセ

ールスの推進を強力に支援することが期待される．

3．2 日本ユニシスの対応

1960 年代から地域金融機関向け基幹系ソリューションを提供してきた日本ユニシスは，2007

年度を目標に技術面・業務面における過去の様々なノウハウをベースとして最新のハードウェ
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図 2 日本ユニシスの基幹系ソリューション提供の歴史

ア，ソフトウェア，構築技術を採用し，国内初の全面オープンシステム採用による次世代国内

勘定系システムBankVision を提供する．図 2に日本ユニシスの基幹系ソリューション提供の

歴史を示す．また，図 3に基幹系全体システム構成を示す．

BankVision は次のような特徴を持つ．

� コストパフォーマンスが期待できるグローバルスタンダードなオープン・プラットフ

ォームを採用

� パートナーベンダーとグローバルレベルのアライアンスにより汎用機と遜色ない信頼

性とサポートサービスを提供

� オープンミドルウェアの採用によるハードウェアや基本ソフトウェアに依存しない移

植性を備えたシステム構造

� テーブルウェア化／コンポーネント化の開発技術の採用により高い開発生産性を実現

� 顧客情報の集約・収集と多様化するチャネルへのフィードバックを目的としたCRM

フロント機能を搭載

� 様々な店舗形態や取引パターンに応じた柔軟なネット取引を実現

� 収支ペア機能や集計レス機能の営業店事務を支援するチェック・省力化機能を提供

� 将来のビジネスプロセス変革を見据えたアプリケーション構造／データベース構造

図 3 基幹系全体システム構成
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図 4 日本ユニシス国際勘定系パッケージ・ロードマップ

� コスト効果の追求・独自性の確保・IT組織の戦略等のバランスを考慮し，共同アウ

トソーシング・個別アウトソーシング等の選択可能な利用形態

4． 次世代国際勘定系システム BankForce―NE

4．1 地域金融機関における国際業務の位置付け

この 10 年の間に，各地域金融機関における国際業務の位置づけは，地域性・各金融機関の

戦略等により，大きく多様化してきている．外貨預金をはじめとする商品の提供を国内商品と

同様に展開し，さらに多様なキャンペーンを行い，取引を増やす金融機関がある一方，商品メ

ニューとしては提供するが積極的に展開するのではなく，どちらかというと受身となっている

ケースである．インターネットやATMといったチャネル対応を推進する金融機関も増えてき

ており，顧客ニーズに合わせて，インフラ面での多様化も見られるようになってきている．

その一方，収益という観点から国際系業務のメガバンク等への事務委託を選択する金融機関

も少なくない．また，営業店をはじめとする事務形態の見直しを行い，業務の本部集中の検討・

システムの見直しを行っている金融機関も増えており，「顧客ニーズへの対応」と「収益の確

保」という両方の観点から「汎用機からオープンへ」，「柔軟な商品開発」，「チャネル対応」，「事

務集中」といったキーワードが浮かび上がってくる．これらは，国際勘定系システムに限った

ことではないが，勘定系という基幹業務でありながら，国内勘定系に比べ地域金融機関におけ

る国際系業務の位置づけが低下している現在，基幹系業務の中でも先行して更改ニーズが発生

しており，低価格でのシステム提供が求められている．

また，個人情報保護法の施行により，従来以上のセキュリティ強化が求められており，特に

データへのアクセス記録，データの持ち出し防止対応等が標準の機能として求められている．

4．2 日本ユニシスの国際勘定系システムへの取り組みについて

日本ユニシスは 1989 年より国際勘定系パッケージを開発し，各金融機関への導入とサポート

を行ってきている（図 4）．この間に培われてきた業務ノウハウをベースに業界の求める「オ

ープン環境への移行による低コスト化の実現」，「信頼性の確保」，「新規商品への迅速な対応」，

「各チャネルへの対応と STP（Straight Through Processing）の実現」を図った新パッケージ

が，BankForce―NEである．
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4．3 国際勘定系システム BankForce―NEの特徴

日本ユニシスの次世代金融ソリューション体系であるUNIFINEにおける国際系ソリューシ

ョンのコアシステムに位置づけられ，金融機関における外為業務全般を支援するシステムであ

り，後方事務を支援する国際業務バックオフィス・システム IBS 21／DOCとの連携，国内勘

定系システムをはじめとする各システムとの連動を実現している．

1）新規商品への迅速な対応

顧客ニーズに対応していくためには，パッケージ導入後も新しい外為商品に対応する為の

開発が必要となってくる．こういったニーズに答えるため，BankForce―NEでは，金融商

品の処理構造を全面的に見直し，オブジェクト指向により再設計した．また，機能の部品化

やカプセル化を徹底し，長いシステムライフを通じて整理された処理構造を保つことができ

るようした．この結果，システムの安定性を維持しながら新規商品への迅速な対応が可能と

なった．

2）各チャネルへの対応と STPの実現

インターネット・ATMといった取引チャネルへ対応するために，オブジェクト指向によ

るシステム開発により，チャネル層とアプリケーション層の間にラッピング層を設け，チャ

ネル特性を吸収することで，取引チャネルの変化に対し，容易に対応できる構造とした．ま

た，営業店を含む各取引チャネルからのデータを勘定処理するだけでなく，ドキュメント作

成・対外決済までの一連の外為業務の STP化を実現するために，国内勘定系システムとの

リアル連動をはじめ，国際業務バックオフィス・システム，外国証券システム，SWIFTシ

ステムとのオンライン連動インタフェースの提供を行うこととした．また，バックオフィス

事務の外部委託やサービス・ビューローとの連携についても対応可能とし，自営・委託両面

から事務の効率化をサポートできるシステムとした．

4．4 今後への対応について

上記特徴でも述べたが，今回，システム基盤・アプリケーション基盤を再設計・再構築する

ことで，今後の新制度・新基準に迅速に対応し，顧客ニーズに合わせた新商品の開発も容易に

できるパッケージとなったが，エンドユーザがより簡単かつ正確に商品開発できるよう，パラ

メータ設計による新商品対応版の提供，EUC環境の充実，セキュリティ強化等を図っていく

ことが重要と考える．

5． 次世代資金証券系システム Siatol―NE

5．1 国内銀行における資金証券管理業務の変化

表 1は民間国内銀行の資産（銀行勘定）の抜粋［1］である．この 10 年間の動きとして，有価

証券比率の増加と貸出金の減少，国債を中心とした債券比率の増加と株式の減少が見て取れる．

このうち社債比率の増加については，直接金融による事業会社の資金調達が一般化したことに

加え，各種規制緩和や法制面の整備進展による起債の増加が背景となっている．また，投資対

象のグローバル化が進み，外国証券への投資が拡大したことも窺える．このように，国内銀行

が保有する有価証券は量（残高）のみならず質（種類）においても大きく変化したと言える．

これらの動きと並行し，1998 年 4 月に施行された「改正外為法」を皮切りに，わが国の金

融システム改革（いわゆる日本版金融ビッグバン）が本格スタートした．その後，矢継ぎ早に
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表 1 民間国内銀行の資産（銀行勘定）

各種制度の制定や変更が行われ今日に至るが，有価証券を資産として保有する主体にとって今

後も引続き対応を迫られるのが，2002 年 6 月に成立した「証券決済制度等改革法」に端を発

する一連の証券決済制度改革である．従って，資金証券管理業務を行うに当たり，証券決済制

度改革による「証券振替決済制度」という新たな決済インフラへの対応が不可避となっている．

5．2 総合資金証券管理システム Siatol―NEの特徴

国内銀行が自己の資産として保有する有価証券等の各種金融市場商品について，管理業務の

概要（業務処理フローの例）を図 5に示す．銀行ごと，あるいは商品ごとに差はあるものの，

フロント部門は売買の最良執行，バック部門は決済や会計などの事務管理，ミドル部門はリス

ク管理やコンプライアンスチェックが主な業務である．

総合資金証券管理システム Siatol―NE は，国内銀行による資金証券管理業務を支援するパッ

ケージシステムであり，量（残高）および質（種類）への対応，決済インフラをはじめとした

新制度への対応など，国内銀行が直面している課題に対するソリューションのコアとなる．内

外の幅広い金融商品を統合的に管理でき，決済処理や会計処理をはじめとした業務情報を一元

図 5 業務処理フローの例
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管理することで，効率的かつ合理的な業務運用が可能となる．一方，金融商品の種類ごとに機

能分割することも可能であり，各銀行の取扱対象金融商品や業務スタイルに即した運用が可能

となる．

主にバック部門向けの機能として，図 5における各業務の支援機能のほか，資産管理の起点

となる約定管理機能，決済等の確実な実行のための期日管理機能，証券等を保管するための現

物管理機能等を装備している．また，フロントミドル部門向けの機能として，保有資産のリス

ク管理業務や投資運用業務を支援するための市場変動分析機能，時系列分析機能，比較分析機

能，与信枠管理機能等を装備している．また，これらの機能とは別にデータ検索機能の利便性

向上を図っており，部門を問わず汎用的なデータの抽出や加工が可能となっている．

これらのような時代の要請に合わせた業務支援機能の追加・向上に加え，管理会計の視点を

採り入れた重層的なデータ管理体系の実現，職務権限の実運用を意識したユーザ権限管理機能

の装備，各ユーザのニーズに応じて選択可能なオプション機能・オプションパッケージを豊富

に用意，専用コールセンターの設置による各種保守サービスの高度化など，資金証券系パッケ

ージの提供開始以来 20 余年に渡り培ったノウハウを，余すところなく凝縮した Siatol―NE な

らではの特徴を有している．

5．3 今 後 の 対 応

資金証券管理業務システムは，従来からの課題（管理残高の増加，管理対象の多様化と複雑

化，不断の制度改正）への対応に加え，より高度な機能の実現を要求される傾向にある．具体

的には，ミドル部門におけるリスクマネジメント機能やコンプライアンス機能であり，フロン

ト部門における市場性金融商品の運用主体としての競争力向上に係わる機能である．このよう

な国内銀行の高度化するニーズを満たすためには，総合資金証券管理システム Siatol―NE の機

能強化を適宜実施し，金融市場業務全般を支援する高付加価値パッケージとして進化させてい

く必要がある．

6． 次世代経営情報系システム ValueStage―NE

6．1 地域金融機関の経営情報系システムの動向

地域金融機関の経営情報系システムは，相反する要素であるリスクとリターンをコントロー

ルして，それらの最適な組合せを実現するという目的の下に，当該情報を提供してきた．金利

リスク・流動性リスク管理については「ALM」手法を取り入れ，また収益管理については，

資金収支と役務手数料収支による業務粗利益を中心とした収益指標を提供してきた．

先進的金融機関では，内部移転価格（トランスファー・プライシング）制度を構築し，更に

リスクとそれに見合うリターンの帰属・責任部署を規定する責任会計制度の適用により管理会

計制度・システムを整備してきた．

経営情報系システムは，正確性の確保の為に件別明細データを取扱い，また複雑化する管理

体系に対応するために複雑な計算処理が求められてきたために，大量データ処理や大量・高速

シミュレーション計算を実現してきた．

地域金融機関経営は，競合激化による既存業務の利鞘の縮小や不動産・株式の価格低下によ

る「含み益」の消失により，収益重視に方向転換を迫られた．さらに，長引く景気の低迷によ

り信用リスクが顕在化し，精緻に収益を管理することが必要となった．
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つまり昨今の経営情報系システムでは，従前の業務粗利益や業務純益を管理すれば良いので

はなく，信用リスクに見合うコストである信用コスト（見做し引当金）を控除したり，業務コ

ストを控除したりして，収益・利益の源泉をより明確にする必要がでてきたのである．しかも

こうした高水準の管理を件別明細単位で実現し，商品別・顧客別・顧客セグメント別収益を整

合的に評価してマーケティングに活かすことで，経営と営業が一体となって収益改善に進むと

いう仕組みの構築が必要とされている．そのためには，収益算出の根拠となる信用リスクの計

量化や，ABC（Activity Based Costing：活動基準原価計算）の導入も必要となってきた．そ

して，マーケティングに活かす収益情報の提供のために，採算管理の仕組みも必要となる．

また経営情報系システムは，上記に加えて，制度面の変更への対応も求められている．人事

考課制度が成果主義を指向し，自主計画をベースとした営業店業績表彰制度に変更されるのに

伴い，計画策定の手順もトップダウン型（本部主導で，全行から営業店別へ計画を割り当てな

がら策定するスタイル）とボトムアップ型（営業店の自主性を重んじ，営業店別計画を積上げ

ながら策定するスタイル）の双方に対応する柔軟性が必要となっている．

更に今般では，経営管理の更なる高度化を目指し，統合リスク管理導入が検討されている．

EVA（Economic Value Added：経済的付加価値，スタンスチュアート社の登録商標）や

RAROC（Risk Adjusted Return On risk Capital：資本リスク調整後収益）に代表されるRAPM

（Risk Adjusted Performance Measurement：リスク調整後業績評価）指標を使用した経営管

理の実現の為に，経営情報系システムはタイムリーな情報提供が求められている．

地域金融機関では，2006 年度末に予定されている新BIS 規制による規制強化対応や，2005

年 3 月 29 日に金融庁が策定した「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプロ

グラム」で求められる“経営力の強化”を実現する為に，経営情報系システムの重要性は更に

高まるものと思われる．

6．2 経営管理分野における日本ユニシスの対応

日本ユニシスは，経営管理の高度化を目指す地域金融機関の管理会計制度をサポートするソ

リューション・パッケージとして，ValueStage―NEシリーズを提供している．

ValueStage―NEシリーズは，マーケティング活動の全業務プロセスにおいて統一された管

理規準の計数データで構成される統合データベースを構築し，地域金融機関全体の管理会計の

フレームワークを提供する．

収益管理システムValueStage―NE／PMは，多階層のTP（Transfer Pricing：内部移転価格

制度）に対応し，金融機関の組織，商品，顧客を基軸とした多面的な切り口で，リスク調整後

業務純益レベルで統一された収益指標を提供する．

また，統一された収益指標により，計画策定，営業推進，計画・実績対比，分析および評価

の PDCA（Plan―Do―Check―Action）サイクルの全業務プロセスで金融機関全役職員の行動規

準を明確にすることを可能とする．

営業店の自主性を尊重し，経営戦略が具現化された業務計画による本部統制の実現と営業店

が目標を達成する為の実態収益ベースの業務推進支援を高度なレベルで実現している．

納得性のある業務計画の策定支援として，

�営業店自主計画によるボトムアップ計画策定機能と本部主導計画のトップダウン計画策
定機能
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図 6 Value Stage―NE／PM機能概要

�中長期計画とのシナリオ連携機能
�精緻化・細分化のため増大したデータでの計画策定業務の負荷を軽減する信用コスト
（見做し引当金），預金保険料，日銀預け金等の経費の自動計算機能

�計画用信用コストによる貸倒引当金コントロール機能
を提供し，また，目標達成の為の業務推進支援として，

�営業店への実績還元，営業店・取引先収益シミュレーション，着地見込みシミュレーシ
ョン機能

�担当者目標設定・実績管理，収益シミュレーション機能
�従来の勘定店とローンセンターやエリア連携等の管理店の切り口やマーケットセグメン
ト／金利形態／期間／業種／格付等の切り口を整合的に対応する複眼的部店モデル・科目モ

デルに対応したデータ管理機能

�明細までのドリルダウン分析機能
を提供する．

ValueStage―NE／PMは，経営戦略が反映された業務計画の達成に向けた PDCAの全業務プ

ロセスに実態収益情報を提供し，地域金融機関の安定した経常利益の確保と収益の最大化に貢

献するシステム・インフラを構築するソリューション・パッケージである（図 6）．

7． オープンミドルウェアMIDMOST

MIDMOST（ミッドモスト）は，メインフレームで長年培ってきた金融機関向けミドルウ

ェアのノウハウをもとに，Microsoft Windows 上でミッションクリティカル・システムを安

全・確実に構築するため，金融ソリューション・パッケージソフトウェアの全てのシステム基

盤となるミドルウェアとして開発された．
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図 7 オープンシステム基盤構築への歴史

7．1 オープンシステムでの課題

ミッション・クリティカルなオープンシステムの構築に際し，誰しもが直面する課題は，

1） オペレーティング・システム（OS）やデータベース（DB）ソフトウェア等の基本ソフ

トウェアのバージョンアップが業務アプリケーションに影響を与え，その都度改変や作動

確認等の大きな負荷が発生する．

2） オープン製品で安定したシステム基盤を構築するには製品の組み合わせが必要であり，

その検証のために多くの時間と労力を必要する．

3） ソフトウェア製品を組み合わせて使用した場合，障害発生時には原因箇所の特定とその

対応に多くの時間を必要とする．

4） その他，「24 時間 365 日の安定稼働」，「業務処理量の急激な増大への対応」，「運用管理・

保守の負荷増大への対応」等が課題としてあげられる．

7．2 オープンシステム基盤構築への歴史

1960 年代の日本初のオンラインシステムの開発からおよそ 40 年に亘りメインフレームで培

ったオンラインシステム構築のノウハウを継承し，オープンシステム基盤の集大成として開発

されたのが，MIDMOSTである（図 7）．

7．3 課題解決のための機能

MIDMOSTは，OSや DBソフトウェア等の基本ソフトウェアとアプリケーションの中間に

位置し，これら基本ソフトウェアのバージョンアップに際しアプリケーションへの影響を極小

化する役割を果たしている．また，前述の課題解決のため以下の機能を具備している．

1） 安定したシステム基盤の提供

ミッションクリティカル・システム構築のためには，業務ロジック開発の他にトランザ

クション制御，障害時のリカバリ，他ノードとの接続等，考慮しなければならないことが

数多く存在する．MIDMOSTは，これらの考慮すべき機能をオールインワンで提供して

いる．

2） 24 時間稼働支援

・24 時間稼働しているシステムでは，データは常に更新され続けており，ある時点で確
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定したデータが必要な場合がある．例えば，金融機関における監督官庁への報告データ

作成は，MIDMOSTの静的データベース作成支援機能を利用することで可能となる．

・プログラムの動的入れ替え機能がある．通常，ロードされたプログラムがアクティブな

うちは，プログラムの入れ替えを行うことはできない．従って，プログラムを入れ替え

るためには，アクティブなプログラムを開放する必要がある．すなわち，その間，業務

処理は停止することになり，無停止での 24 時間稼働が実現できないことになる．この

問題を解決するために，MIDMOSTではユーザプログラムを格納するディレクトリィ

として通常系と入替系の 2系列を保有し，これらの系を切り替える仕組みを使用する事

によって，24 時間稼働システムにおけるユーザの動的プログラムの入れ替えや，プロ

グラムバグ等による緊急時の動的なプログラム入れ替えを実現している．

3） 高負荷制御

業務処理量の増大に応じたスレッド多重度の設定および動的変更が可能である． 業務

処理量を常時監視し，稼働状況に応じて自動的に多重度を制御する．これによりリソース

の最適化を図りつつ，業務処理量の増減に対応できる仕組みをとっている．

4） 高信頼性の実現

業務処理でエラー，または，タイムアウトが多発した場合，MIDMOSTはその頻度管

理を行っており，規定値を超えた場合は自動閉塞処理を行う．また，障害発生時に必要な

情報の出力機能により，事後解析の強力なサポートと迅速な障害対応が可能である．

5） 運用環境構築支援

運用管理部分の構築は，システム全体の規模・要件・体制などによって変動する要素が

多く，また検討すべき項目が多岐にわたるため，アプリケーションソフトウェア構築と同

様にコストがかかる．更に多数の運用管理製品の中から，採用する製品を選定するための

検証作業の負荷も無視できない．これまで個々の開発案件では各々のシステム毎に運用管

理製品を選定し，標準の機能だけでは実現できない部分について補完の機能を個別に開発

する必要があった．しかしながらシステムを運用管理していく上で，必ず必要となる運用

の機能は個々のシステムに囚われずに存在するものであり，その部分を切り出して汎用化

することは可能である．MIDMOST／OEPはシステムの運用管理環境構築にあたり，標準

的な運用を行う上で必要な推奨運用管理製品を「JP 1」とし，補完する部品群を提供する

ことにより，運用管理環境構築の負荷軽減を実現している．

7．4 MIDMOSTによるソリューション

日本ユニシスは，MIDMOSTを日本ユニシスが提供する国内勘定系BankVision，国際勘定

系BankForce―NE，資金証券系 Siatol―NE 等 UNIFINEソリューション・パッケージ群の共通

システム基盤として提供する他，Windows 環境でミッションクリティカル・システムを安全・

確実に構築するためのシステム基盤となるミドルウェアとしても提供する．

8． お わ り に

日本ユニシスの金融ソリューション展開は，常に金融機関の経営戦略・経営課題から発生す

るシステム化ニーズに応える形で，ソリューション・パッケージをタイムリーに提供していく

事を基本としてきた．次世代金融ソリューション体系UNIFINEを発表して 3年目を迎え，資
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金証券系 Siatol―NE，経営情報系ValueStage―NEは，2005 年 11 月現在，複数の銀行で本番稼

働中である．国際勘定系BankForce―NEも 2006 年初には，本番稼働を開始する予定である．

そして中核システムである国内勘定系BankVision は，2007 年度にファーストユーザにて本番

稼働の予定で現在システム構築中である．今後も金融機関の新たなニーズに応えながら継続的

にUNIFINEを改良，拡張していく所存であり，既にポストUNIFINEに向けて準備に着手し

ている．

＊ 1 ANSER（Automatic answer Network System for Electrical Request）は，株式会社NTT
データが提供する金融業務のネットワークサービス

＊ 2 CAFIS（Credit And Finance Information System）は，株式会社NTTデータが提供する
カードビジネスのネットワークサービス

＊ 3 MPN（Multi Payment Network）は，日本マルチペイメントネットワーク推進協議会が普
及，推進する電子決済インフラ

参考文献 ［１］ 日本銀行ホームページ http：／／www.boj.or.jp／
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